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収穫逓増経営モデルの 5 類型
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緒言
「速度の経済」の時代，企業のすべての価値は，時価でのみ測られる。会計
における簿価会計から時価会計への変化は 企業を投機の対象とした。現在企
業のすべての資産 活動は，世界中の投資家の投機対象になる可能性がある。
基本的に，株主価値への配慮なしには，現在，多くの金業で経営が成立しない。
1980年代， 90年代とデジタルネットワークが急速に進展した。企業をめぐる
状況は，大きく変化した。その変化は「速度の経済J の急進展であり，企業の
「速度の経営」への移行である。世界企業ほどその移行は速い。トヨタ自動車，
本田技研工業の自動車開発速度はここ数年で 2 倍に上がってきている。 20数ヶ
月かかっていた開発期間は， 15ヶ月を切ったと思われる。この変化はすべての
産業に共通している。情報化の進展は「速度の経済J を加速する。したがって，
事業速度が上がらない企業は敗者になるしかない（清家， 1999a ）。
もっとも速い企業は，例えばソニーであり，それを競争企業が追随，その追
随をかわすためソニーはますます加速する。その結果，市場，内部組織のすべ
ての活動の速度が増して，「明日のことは分からない」状況にどの業界もなっ
てきている。昨年史上最高の決算を出した企業が今年は赤字に転落する，そん
な時代である。
日本企業は株価が低い。 G E社は時価総額40兆円にのぼる。外国人株主の持
ち株比率が， 50% に近づいている世界企業ソニーさえ，遠く世界の水準に及ば
ない。ソニーの株価はマイクロソフトの10分の 1 ともいわれる。したがって，
ソニーのすべての戦略は，株価のマイクロソフトの差を詰めるための努力といっ
ても差し支えない。
-37 (223）一
1999年 4 月現在，世界には株式の時価総額10兆円クラブに入る企業が多数あ
る。ところが，日本企業は株価が低い。本田技研工業でさえ約 5 兆円， トヨタ
自動車はようやく約12兆円である。日産自動車は 1 兆円台である。株式交換方
式であれば，日本中の企業は常に買収の危機にある。さて，世界の株価の変動
をみると業績が悪化すれば，その累乗的に株価は低下している。つまり，業績
悪化は累乗的に買収危機の増加を招く（清家， 1999b ）。
このような危機感は，企業にかつてのような長期的な評価を許さない。常に
時価でのみ，企業のすべては評価される。
ソニー出井伸之社長は， 1992年取締役としてニューヨークで，グローパル・
スタンダードという言葉に触れて次のように語っている (1992年 7 月，取締役
マーチャダイジング総合戦略本部長・広告宣伝部長：アメリカ・ニューヨーク
で行った講演）。
グローパル・スタンダードという言葉はないと思います。例えばアメリ
カとヨーロッパは違うわけで，アジアはアジアなりの，日本では日本なり
のやり方しかできません。いちばん効率的なやり方は地域の特性に見合っ
た方法でいかにそれをきちんとやるかということでしょう。私はグローパ
ル・スタンダードという意味がよくわからないですが強いて言えば違い
を探すよりも共通点を探した方がいいな，と思います。それで言うと，日
本はちょっと特異すぎますね。
この発言に共感を持った人も多いと思う D しかし，時代は，この出井社長の
言葉をはるかに超えて，日本企業に迫ってきた。 “共通点を探す”どころか，
株価という共通のモノサシが押し付けられたのである。
1. 政府の限界
現在では国家は法的主体であると同時に，より経済主体であらねばならない。
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経済主体として成功しない政権は存在できない。 80年代の経済的遺産で成立し
ているとも考えられるクリントン政権が高い支持率を維持しているのは，米国
が経済主体としての成功をもっとも期待されていることを実証している。
これは， EU の成立による巨大統合市場， 日本政府による 100兆円にものぼ
る不況脱出の公共投資，についてもあてはまる。経済主体としての政策行動が，
90年代の先進国の中心的政策である。 EU はデジ、ユールスタンダードという世
界支配の商品・ソフトのスタンダードを作り，米国のデファクトスタンダード
による覇権に対抗しようとしている。明らかに先進国の集団である EU は数的
に米国，日本より世界標準づくりで有利である。標準で 1 国 1 票の投票になれ
ば， EUの勝利は動かない。情報家電でソニー等の日本企業がかならずフィリッ
プをそのコンソーシアムに入れるのは， EU のこの戦略が脅威であることに他
ならない。
このような過去類例のない種類と規模の政策にも関わらず，世界経済におけ
る国家の地位は低下している。基本的に国家は，企業に比べて制約が多い。国
家の法律は企業のマニュアルよりはるかに硬直的である。国土は，明らかに世
界を相手にする企業より，空間的に狭い（清家， 1999a ）。
超大国米国の大統領でさえ，世界市場で、覇権を持っている米国の GE，マイ
クロソフト， GM，フォード， IBM といった世界企業を掌握することは，困難
である。こういった企業のトップや意欲的なリーダーは市場経済の原理にのっ
て，国境だけでなく容易に国家の論理の枠をも超える。 EU, 日本の企業も同
様である。国家はそのダイナミズムにおいていかれる。
日産自動車とルノーの提携は，国家，政府の最後に企業に投げかけるゲーム
である。世界最大の産業である自動車産業において 政府はプレイヤーではな
くなりつつある。自由の国米国は当然のことながら，ゲームに政府は参加しな
い口しかし， EU の中の特にフランス，そして日本通産省は自動車のゲームに
長く参加してきた。しかし，そのフランス，日本も世界市場ではプレイヤーで
はなくなりつつある。そこで，フランス政府は EU を中心とするローカル企業
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ルノーを43%を握る大株主として，世界自動車戦争に参戦させる機会をうかがっ
てきた。それは，世界の自動車市場にたいしてフランス政府がプレイヤーとし
て参加する道の模索である。日産・ルノー連合は フランス政府の最後の選択
であった。日本政府は日本興業銀行等を通じて長年日産自動車に関与し，間接
的な形で自動車産業のプレイヤーであったが ここで大きく選択の道を迫られ
ている。日産に大きく関与する道は フランス政府が事実上出資した38%の日
産の株に対して，将来，フランスのルノーの株を政府系銀行により購入する道
である。 EU が不況に今後陥ったときに，ルノーの株を数千億円で購入するこ
とは，日本政府が世界市場，自動車市場で，プレイヤーとして機能し得る最後
の道かもしれない（清家， 1999c ）。
2. 企業のグローバル化と脱国家戦略
現在，企業の経営者は，国家とグローパル化する世界市場の狭間でいかに企
業の統合を確保しうるか，の問題に直面している。世界市場は，グローパルと
ローカルの両方の原理を統合させている。明らかに国家の論理と世界市場の論
理は矛盾することが多い。国外に本社を移転しようというソニー，キャノン，
本田技研の例を引くまでもなく「国家とは企業にとって何か」とは，現在の経
営学で流行しているコーポレートガパナンス論の重要課題である。ちなみに，
なぜ，日本企業は課外に本社を移転しないのか。これについて，ソニーのある
部長はこう言っている。「もし，ニューヨークへ本社移転なんてことを発表し
たら，現在のソニー本社に爆弾を投げ込まれるかもしれない。J しかし，おそ
らく，意外に早くソニ~..キャノン，ホンダといった大企業が海外に本社を移
転する日がやってくるだろう。売上でキャノンは80%，ソニー，ホンダは70%
近くを海外に依存している。グループ全体の従業員は過半数が外国人である。
日本に本社を置くほつが不自然ともいえる。日本に本社を置く意味は現在，株
価を下げるぐらいの意味しかないのかもしれない。
また，組織構成員にとっても，リストラ，失業が日常的な今日「企業とは自
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分にとって何かj という問いかけは大きな問題である。この矛盾のなかで企業
の統合・ロイヤリテイを確立し，なおかつ倫理・地球環境・グローパル化・マ
ルチメディア化等の課題の解決を行わなければならない。この急激にボーダー
レス化・情報化（知識化）する国家，市場への対応は CEO にとって愁眉の急
の課題である。この要請は「オープン化の中での統合J である。
また，これらの意思決定は，すべて機関投資家等の株主の監視のもとで行わ
れる。株価がすべての評価となることが，今後のグローパルスタンダードであ
る。したがって，カジノ経済によって翻弄される株主，そして金融の問題は最
大の関心事となる。ここで ROE キャッシュフローといった指標が経営者
の意思決定の基準となる。ビジネスモデルは株主を前提としなければならない。
「株価連動経営」への要請である。
上記の「オープン化の中での統合」と「株価連動経営J 組織構成員の行動様
式は知識の学習・創造・編集といった行動へと変化する必要がある。サイモン
の情報処理モデルから野中郁次郎の知識創造モデルへの移行が20世紀末の変化
である。企業の行動原理の多くは知識で説明が試みられようとしている。学習，
創造，編集といった知識の原理で組み上げられた経営の概念を『知識経営J と
規定し，「株主」と「知識経営J をキーワードとし，株主の監視下での知識経
営における収穫逓増の経営の構築を目的とする（清家， 1998a ）。
3. 成熟を打破する収穫逓増の経営
現在「市場で製品が売れないJ ことに対する理解とそのための世界の企業の
対策から分析を始める。具体的には「成熟市場J に対する企業の「収穫逓増」
経営である。
さて，経済学の入門書では「製品は収穫逓増期を経て収穫逓減期に入り，製
品寿命が終わっていく」と書かれている。 1992年，ソニーの出井伸之社長
((1992年 7 月，取締役マーチャダイジング総合戦略本部長・広告宣伝部長：ア
メリカ・ニューヨークで、行った講演）はニューヨークで「収穫逓増の経営をソ
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ニーは目指すべきであるJ で収穫逓増とは何か，について以下のように述べて
いる。
AV事業の戦略を検討するにあたって 我々の産業を支配するこつの法
則を見てみよう。一つは「収穫逓増J である。事業規模が拡大していくと
収益がそれ以上に増えるという法則である。
他方，収穫逓減の法則がある。ある事業規模を超えると収益は急速にマ
イナスへと向かう。これは自動車のスピードが上がるとだんだんガソリン
の効率がよくなるが，あまり速くなりすぎると 逆にガソリンの効率は下
がるという例によくたとえられる。経済に逃れがたい原則の一つである。
さらにもう一つの特徴として，半導体産業の利益は量の追求とリンクし
ているという点である。コストダウンは量とリンクしていて，量が増えれ
ば増えるほど利益は拡大する。
したがって，我々の産業は，半導体の利益追求，いわゆる収穫逓増と収
穫逓減という矛盾するこ大原則に支配されている。
このように収穫逓減，収穫逓増の 2 つの原則に支配されているのが企業の製
品開発である。経済学では商品は収穫逓増期の次には収穫逓減期を迎える，と
説明されている。この中で，経営戦略によりソニーは収穫逓増をいかに行うべ
きか，というのが当時の出井取締役のソニーへの宿題であった。これが，現在
の収穫逓増を目指すソニー経営の原点である。ここで，多くの企業の収穫逓増
と思われる事例から，帰納的， i寅緯的に収穫逓増を 5 つに分類してみよう。 E
型以外は帰納的に E型は存在しない型であり 理念的に提案した。
収穫逓増経営の 5 類型
収穫逓増期の経営は， 5 型に分かれる（清家彰敏）。
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A型選別型収穫逓増モデル
収穫穫逓増期の製品のみを技術経営の対象とする。製品の売れ行きのグラフ
を微分してマイナスになっている製品を捨て，プラスのみをラインナップする
ことが考えられる。 GE の行っているポートフォーリオ戦略はこの原理であり，
選別が行われれば選別型収穫逓増が実現できる。多くの成功している経営者
は経験的に，このモデルを実行できると思われるが，これを定量的，図示的に
行うことで有効性は増すことになる。
B型素材型収穫逓増モデル（サプライヤー型）
1980年代以降シリコンバレー他で成功例が輩出した。ベンチャー型収穫逓増
モデルともいえる。マイクロソフト，インテルといった企業で，マイクロソフ
トの OS に他社が寄って集って付加価値を付けてくれ，収穫逓増が起こった。
デジタルネットワーク化の経営戦略により 従来であれば最終工程であった
アセンブラーによるネットワーク支配が変化し始めている。例えば，インテル
社はその MPU （マイクロコンピュータ）提供に関して， 1980年代はセカンド
ソース生産という形で日本企業に主導権を奪われていた。そのため，日本企業
は日本的R&D 「ハイテク投資を大衆消費財で回収する」という戦略をインテ
ルの MPU に関して遂行できた。
マルチメディア化以前の製造業中心の経済において，競争優位は，生産にお
ける希少資源を内部組織内で支配下におき 他社には使わせないことによって
達成された。これに成功したのが70年代までの米国企業であった（60年代米国
型モデル）。これに対して 希少資源の支配を組織間関係（周辺企業）まで拡
張し，長期的関係を編成原理にし，成功したのが80年代の日本企業であった
(80年代日本型モデル）。
マルチメディア化が進展する経済においては米国型，日本型の両モデルが適
合的ではないと考えられている。その経営資源，特に希少経営資源として“知
識”の存在が問題とされるのがマルチメディア化が進む経済である。知識は
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外部に公開し，その保有する知識がよりかけ離れた異質な知識と結合させたと
きに，より大きな成功を関係企業にもたらすことが， 90年代広く知られるよう
になった。
ソフト化の進む情報機器，情報家電，通信等の産業では，自社ですべての製
品を開発しようとする60年代米国型モデルの戦略 80年代日本型モデルの系列
ですべての開発を行うといったどちらの戦略ととも異なっている。前出のマイ
クロソフト社の成功がその典型例であるといわれる。 MS-DOS, WINDOWS95 
といったパソコンの OS （オペレーションシステム＝基本ソフト）等のみに資
源を集中投入することでパソコン OS については圧倒的なシェアを獲得する。
パソコンにおいては補完する他社製品と自社製品を組み合わせて使うことを前
提とした戦略が大きな成功を収めたのである。その結果収穫逓増の経済がそ
の説明原理として登場した。
最終製品と自社製品との接続仕様を公開し，これが前出のビジネスプラット
フォームとなり，補完製品企業を競争的に参入させる場となる。ビジネスプラッ
トフォームの場に参加する企業に，競って自社の製品と互換性を持つ補完製品
を開発させ，最終製品をにおける成功を促す。この結果，自社の知識の枠を超
えた応用を，世界中の同業，異業を問わない多くの企業が，自由かつ柔軟に行
うことを可能にする。この結果当該企業は必然的に専業化する。専業企業では，
多角化企業に比較して，意思決定は単純化され，意思決定過程は短縮される。
このことが企業の意思決定速度の加速につながり，速度の経済をもう一つのそ
の支配原理とさせる。つまり「収穫逓増の経済J と「速度の経済」は一体化し
ているのである。自社の製品をめぐる補完製品群を体系的に組織化することに
成功した企業がマイクロソフト，インテル等である。マイクロソフトには世界
中の企業がよってたかって付加価値を付けてくれた。 60年代の GM （ジ、ェネラ
ル・モータース）や80年代のトヨタ自動車のような自社や系列の企業に付加価
値のすべてを取り込もうとする戦略ではこうはいかない（清家， 1999b ）。
「数百億円のハイテク投資でも数千万個の大衆製品で割れば製品 1 個あたり
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のハイテクコストは微々たるものJ との戦略を行えるのはアセンブラーだけで
あり，サプライヤーにはこのような選択は存在しない，との1980年代のイノベー
ションの概念は崩れた。インテル社等が行っているネットワークの管理に成功
すれば，サプライヤーがこの戦略を実施しうる。
それは，日本のアセンブラーを生産技術の提供媒体と考え， OEM （相手先
ブランド生産）を担当する企業としてネットワークに参加させ，また米国の最
終組立，販売メーカーを製品技術の提供媒体と規定しネットワークに参加させ，
その中で，自らが中核技術（MPU）提供者として主導的な立場を取るのであ
る。このネットワークはバーチャルコーポレーション（仮想企業体）と規定で
きるものであり，このバーチャルコーポレーション全体として「ハイテク投資
を大衆消費財で回収するJ という戦略を行い，各企業の取り分をインテル社主
導で決定するのである。
このようなネットワーク戦略が収穫逓増のB型の原理である。
C型組立型収穫逓増モデル（アセンブラー型）
大企業型収穫逓増モデルともいえる。 IBM 型と GE 型に分けて考えること
ができる。製造業のサービス化戦略によって収穫逓増を実現する。オープン化
する B型に対して このモデルは企業グループの中でサービス化する事によっ
て成功を収める。
IBM 型は，ハードが成熟している事業においてもソフト，サービスは成長
する可能性を持っている場合が多いと考える。ハードからソフト，サービスへ
と事業の軸を動かしていくことによって成長するモデルである。収穫逓増の特
徴は，時間軸に従って商品か，事業システムか，市場が変化していくことにあ
る。この場合は商品がハード単体のままであれば収穫逓減になるケースでも，
ソフト，サービスが順次加わることにより，商品が連続的に変化し，収穫逓増
が続くモデルである。商品体系がハードからハードとソフトとサービスへと拡
大することにより，収穫逓増が実現される。
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GE 型は，デジタルメンテナンスデータベースの形成と他事業からの学習に特
徴がある。収穫逓増の特徴は，時間軸に従って商品か，事業システムか，市場
が変化していくことにある。この場合は，商品と事業システムが学習により変
化していく。 GE においては，医療事業でデジタルメンテナンスデータベース
が形成された。医療においては，故障，苦情こそがビジネスのコアと位置づけ，
このメンテナンスにおいて，情報通信技術を駆使し，メンテナンスシステムと
ナレッジデータベースで同業他社に圧倒的な差をつけるモデルである。この中
で，商品はメンテナンス過程を通じて次々商品とそのメンテナンスシステムが
変化することによって医療事業で収穫逓増がおこった。初期はメンテナンスシ
ステムの変化が収穫逓増に貢献したが，メンテナンス過程を繰り返すことによ
り，知識が蓄積され，ナレッジベースでの変化が収穫逓増の最大の貢献となっ
た。
次に，変化したのが事業システムである。この医療のデジタルメンテナンス
データベースビジネスは，ジャック・ウェルチ会長の指示で全事業へのアナロ
ジーが試みられた。これは学習であり，他の事業部門は，この事業システムを
学習，変化させることにより，自事業で収穫逓減になっている事業を収穫逓増
させることになった。その事業の一つが航空機エンジンの事業である。
D型誘発型収穫逓増モデル
誘発型収穫逓増は，顧客を誘発することによって，実現される。その鍵は，
トリガーであり，バーチャルパワーである。
E型投機創造モデル
収穫逓増が続き，なぜ収穫逓減にならないのか。それは，商品が販売開始時
点から次々変容していくからである。最初は商品単体であっても，いろいろな
ものを付け加えていく。関連商品，サービス，ネットワークと付加されるとき，
本来なら収穫逓減になるときにも，付加された分だけ収穫逓増が続く。事業シ
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ステムの変化，市場の変化も同様である。これが基本的に収穫逓増モデルの原
理である。何かが時間とともに付加され続けなければならない。 E型は何が付
加されつづけるのか。それは「投機＝賭け手」が付加されるのである。
D型， E型については， 21世紀のモデルと考えられるので，以下で詳しく分
析しよう。
4. D型収穫逓増モデル
顧客の誘発による市場の変化を実現し，本来なら収穫逓減になるケースでも
収穫逓増を実現するモデルである。ソニー，本田技研等を事例に論じてみたい。
分析する概念としてパワーとトリガー集団を使ってみよう。
消費の場，製品購入の際を分析する道具としてパワーがある。パワー概念は
リアル・パワーとバーチャル・パワーの 2 概念でも説明されうる。
それに対して，バーチャル・パワーはコンビュータゲームで相手をバイオレ
ンス・パワーで支配するといった事例である。コンピュータゲームの恋愛にお
いては，仮想、の女性のサイコ・パワーにひれ伏すこともある。このようなバー
チャル・パワーは神の存在にひれ伏す，自然を征服するといった感覚は，リア
ル・パワーはバーチャル・パワーと併存していたことを示している。ソニー・
本田技研・東京ディズニーランドはバーチャルパワーの操作が巧みなのである。
バーチャル・パワーを創造の対象とし，リアル・パワーと代替性を持たせ，よ
り多くの経営上のパワーに関する工夫を行うことができる。
例えば，ディズニーランドの売店で，顧客はバーチャルな場における消費行
動を行う。見かけはリアルな商品提供行為を行っているが，顧客はバーチャル
な消費行動の場を期待している。ディズニーランドを歩いているとき，顧客は
生活の場からは切り離されている。顧客にとって，その場におけるパワー状況
が変わらなければ，購買はリアルには意味を持たない。ところが，現実にはパ
ワー状況の変化をもたらす商品は，市場の成熟化によって，存在しなくなりつ
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つある。この現象を変えるパワーが，バーチャル・パワーである（清家， 1999
b ）。
ディズニーランドに行っても，リアルな生活のパワー状況はまったく変わら
ないが，その土産物ショップでの購買に関わる行為の場においては，その商品・
サービスの購入によって，バーチャルにパワー状況が変化すれば，それは顧客
にとってパワー状況変化の対価を払うインセンテイブが成立する。ポイントは，
商品・サービスが「何かを変えてくれた」からディズニーランドで顧客は買っ
てくれたのだ。同様に ソニーのウォークマンは かつてパワー状況を変えて
くれた。ウォークマンによって，路はバーチャルなコンサートの場として成立
し，その場において，パワーを行使する主体は周辺の人々から，音楽を提供す
る時空において離れた人々へと変わったのである。バーチャルなパワー状況変
化の典型例は，お祭りである。お祭りは，生活とバーチャルとの聞を切る。相
撲観戦で、桝席に座っても，現実に必要ないものでも，とにかく欲しいと感じさ
せ，「非生活」の考えが参加者を規定する。生活から消費の場を切り離すので
ある。
ソニーの出井社長は時代を先取りするという点では，もっとも先鋭的な経営
者である。その時代を先取りする原理として， 1992年に「収穫逓増J を上げて
いる（ 1992年 7 月，取締役マーチャダイジング総合戦略本部長・広告宣伝部長：
アメリカ・ニューヨークで、行った講演）。以下は，その内容である。
我々は，いままで量の理論で利益を上げてきた。生産量が増えるに従っ
て生産コストが下がる。海外展開ということもあって その生産コストは
さらに低減している。販売価格は過去の良質なブランド・イメージのおか
げで，ある程度のプレミアム価格を確保できた。また事業部の対応として
は，各地域のマーケテイングに基づいたフルライン戦略であった。過去数
年間，カムコーダーの飛躍， VHS というニュー・ビジネスも加わり，こ
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れらすべてがよい方向に働いて，高収益が確保できていたと思われる。
ところが，量の理論の限界により，市場が成熟するに従って生産力は供給過
剰に転じた。セールスについても，市場の成熟化，競争の激化とともにプレミ
アム価格を維持することが難しくなっいる。
さらに，ラインアップ主義でつくられた結果，ユニークな商品が目立たなく
なっている。ソニー全体の効率も下がっているのではないか。そして，以上の
ことが，企業イメージにかなり影響を与えているのではないか，という危険性
すら出始めているように思う。これまでブランドイメージが高いことが，プレ
ミアム価格を可能とし，それがソニーの高収益を確保してきた。しかし，この
循環が逆転すると パフォーマンスが悪い，ブランド・イメージが落ちる，プ
レミアム価格がとれない その結果，さらにパフォーマンスが悪くなるという
悪循環に陥ってしまうわけである。これを避けるために，ブランド・イメージ
を保ち，プレミアム価格を維持することが，ソニーにとって永遠の命題である。
この収穫逓減を示すーっの症例として，取扱説明書と売上高の関係について
見てみよう。売上高は 1987年から91年にかけてコンスタントに伸びている。
一方，取扱説明書は， 89年を境に，それまでの1,800種類前後から， 2494, 2985 
種類急増している。商品の数が増え より多くの言語に対応していることもあ
るが， 89年以来，取扱説明書一冊当たりの売上高が約20%落ち込んでいること
は，単に取扱説明書の問題だけではなくて，ソニーのあらゆる面で「限界収益
率」が落ち込んでいることを示す一例ではないかと思う。
トリガー集団による収穫逓増
成熟した中でいかにパワーを変えられるか。いかにリアルの場から分離する
かが，パワーイノベーションであり，成熟していく時代において，今後重要に
なってくるであろう。
ナレッジパワーからの戦略の軸の転換は，知識飽和から起こる。商品が売れ
ないのは，知識が足りないからではない。日立，東芝から，新製品が出ないの
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は，世界のどこかに新しい技術があると思っているからである。もっと勉強し
ようとする体制では知識飽和が起きない。知識の重要性が減ったとき必要とな
るのが， トリガーである。トリガーは知識の場に何らかの刺激が加わった瞬間
にその人のパワー関係が変化する その刺激がトリガーなのである。トリガー
とは，その場の充足感が得られればそれで良い。
人を泣かせる映画を製作するのではなく 泣くような人を集める仕掛けをつ
くる。集まった人はトリガーを受け取り泣くという装置を兼ね備えており，そ
ういった人間を集めることが映画自体より意味がある。またトリガーになりう
る集団というのが存在する。日常はスポーツなど見ないのに，オリンピックの
時には大騒ぎする集団である。
トリガーは，知識量と比較される。知識は，客観的に説明する事ができる口
また，伝達性がある。それに対しトリガーは，個人の内面と相互作用を持つも
のである。成長させるトリガーは企業にはなく 個人の側に移転したのである。
トリガーを次々，喚起しうる，知識飽和をさせることができるのがソニー，本
田技研，東京ディズニーランドなのである（清家， 1999a ）。
ここで，カルト集団・マニア集団・トリガー集団という 3 つの集団を比較し
てみよう。カルト集団というのは宗教であり，ユダヤ教のように，世界中どこ
にいても一緒であるという状態である。マニア集団は，集まらなければ成り立
たない。集まって，場を共有した瞬間に一気にボルテージが上がる。
トリガー集団は，かなり開けた集団である。常にみんなの前で何かをしたい
という欲求があり，カラオケはその良い例である。自分を発進するチャンスを
狙っており，要するに，自分が大きな集団のトリガーになりたいのである。ま
た，このトリガー集団は，マニア集団よりも内側にあり，日本にかなりの数が
存在していると考えられる。サッカーブームも トリガー集団が引き込まれて
起きたものであると考える事ができる。同じような事が，繰り返されていると
考える。
そして，このトリガー集団は，カルト集団化・マニア集団化する可能性を十
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分持っている。編成原理は 3 っとも同じような形態であり，オープンという
点だけが異なる部分である。また，全体に取り込まれるだ、けの教義を持ってい
る。
しかし， トリガーの発信源（X Japan の Hide のような）となる商品は，あ
る程度売れてはいるが爆発的な売り上げというレベルには達していない。そ
れは，そういった商品を買う層（主に小中高校生）が，月に5,000円程度の高
額な通信費を支払っているためであると考えられる。この通信というのは， ト
リガーの一歩手前の“対等な”トリガーであるといえよう。そして，この通信
関連の商品は，現在においても非常に大きな売り上げを記録しており，ボリュー
ムは現在も拡大中である。そういった点からも トリガーも常に右肩上がりの
成長をしているというわけではないのである。
カルト・マニア・トリガー集団は 20世紀においては，全体の10～20% ほどの
割合であると考えられる。トリガー集団の重要性は他を巻き込んでいくことに
ある。それらが今後拡大するかどうかが鍵となり，大きく拡大して，それら集
団が全体のどれだけの割合を占めるか分からないが，社会の主流となった時に
21世紀が「中世化J するとも考えられる。
トリガー集団とお祭り
トリガー集団は，何かあるごとに，それに飛びつくという性質を持っているo
いわば，“お祭り”を期待しているのである。そして，メーカーは，そういっ
た集団の期待に添うために存在しているといっても過言ではない。こういった
点からも，現在の社会において，自分の期待を買うという人が多くなっている
と考える。文化全体が，自分に会いに行くという感覚で行動しているのではな
いかと考えられるだろう。
また，祝祭日に買い物にいく人々は，何かを買うという目的のためではなく，
お金を使いたいという欲求から買い物に行くのではないかと考える。この点が，
リアルに対するバーチャルであると考える。お祭りの時だけ，パワー関係が変
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容し，オープンとクロースが入り乱れている状況なのである。日常に希望を持
たず，毎日を非日常のお祭りを望む人と，毎日が非日常であると疲れてしまう
人のどちらが増加しているか議論を呼ぶところではあるが，毎日がお祭りであ
ることを望む人は バーチャルパワーイノベーションを期待しているというこ
とである。
何が売れ，なぜ誘発されるか 誘発型収穫逓増モデルの模索
現在売れている商品はサイコ・パワーに関わっているものであり，ナレッジ・
パワーに関する商品は売れていない。サイコ・パワーに関わるものが現在もっ
とも不足している。愛に飢えている人はどんどん増加している。それに対し，
モノ，知識は増える一方である。知識は確実に増加し，安定的であると考えら
れるが，サイコ・パワーは瞬時にゼロにも無限にもなる。収穫逓増が続き，な
ぜ収穫逓減にならないのか。それは，商品が販売開始時点から次々変容してい
くからである。収穫逓増させるには 常に商品をサイコパワーと関わるモノに
しておき，常に誘発される状況の中で， トリガーが内面で連続的に発せられ商
品は個人の心の中で揺れ続ける。この結果，商品は顧客にとって固定化されな
い。収穫逓減に移行せず，収穫逓増が続くのである。
成長性からみたトリガー集団
20世紀は，家電製品・自動車などが家庭に浸透し，物が成長した時代であっ
たといえよう。それはすなわち，経済成長を意味する。それに対して，中世は
成長しない社会だと述べている学者が多い。これは間違いであり，組織は成長
を続けないと生存していけない。量が拡大していれば様々な組織の矛盾が解
消できる。量が拡大しないとマネジメントは非常に困難になる。経営者等の社
会のリーダーは，経験的に量が拡大しないマネジメントの難しさを身にしみて
分かつている。したがって，リーダーは必ず社会を何らかの形で成長させよう
と意図する。
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それでは中世社会では，リーダーは何を成長させるかというと，パラダイム
を成長させるのである。中世を観察すると，宗教以外でも多くの教義，パラダ
イムが輩出している。パラダイムが登場して消え，また次のパラダイムが登場
する。ある教義が出て，それが普及すると，また次の教義が発生するという状
況であった。社会全体を支配する教義が次々成長して，消えていった。つまり
パラダイムが連続的に成長する社会モデルと理解できる。物は成長しなくても，
全体を支配するパラダイムがどんどん成長すれば，リーダーは非常に助かるの
である。そして，このパラダイムの成長のコアとなるのが，前述したトリガー
集団であると考える。
室町時代・東山文化と誘発型収穫逓増モデルの今後
ソニー・本田技研・東京ディズニーランドの今後を語るには，宮中文化であ
る室町時代を理解する必要がある。室町時代がいかにビジネスチャンスが豊富
だ、ったか， ドラッガーが最も評価したのが，東山文化である事からもうかがえ
るだろう。
現在の，華道・茶道・香道等の家元制度が完成したのも室町時代であり，今で
もその体系が続いている。当時のわずかな投資という分母の上に，莫大な数の
分子が存在しているのだから これはものすごい事である。
また，銀閣寺を中心とした建築事業も，短期間の集中投資であるといえる。
これは，何百年もの時を超えて世界へと広がったイノベーションだといっても
過言ではない。そして，それはテクノロジカル・イノベーションではなくて，
カルチャー・イノベーションであった。こういった事を考えると，京都産によ
る付加価値というものが，いろんな物に当てはまるし，ある種のローカリゼイ
ションが働いたと言える。ローカルのすごさと言うのも理解する事ができる。
また，長期的にローカルな状態とする場合には，信じ込む事が非常に大切で
ある。室町のすごさと言うのはこの点で，本当に信じ込んだ人々が，権力者に
呼ばれて京都に集まったのである。現在文化を旗頭にする企業等が中途半端な
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文化人の集積を行っても無駄かも知れない。
つまり，人々が集まって何かをしようという時には，その中心となる人物や
その周りに集まる人々が，歌舞伎の世界のように，生まれたときから身体に覚
え込まされたような，身体全体で何かを行なうべき知識・経験を持っていない
と文化は形成されない。本人が頭で説明できるのでは，文化ではない。コンテ
ンツとはこのようなものであり， 21世紀はこのコンテンツが誘発型収穫逓増モ
デルの母胎となる。
コンテンツとコンテキストの響創概念
コンテンツを活かすにはコンテキストが存在しなければならない。かれらが
コンテンツとトリガー集団の聞の産婆役となる。かつて NTT （巨大なコン
テンツ）はリクルート（コンテキストスイッチャー）に売り込みを行った。巨
大なコンテンツという点では総合電機メーカーの日立製作所，東芝，三菱電機
は世界でも有数である。これらコンテンツは自分の売り込み方（コンテキスト）
が判っていないのである。つまり，儲け方が判らないのである。コンテキスト
スイッチャーの存在 それこそがソニー・本田技研・東京ディズニーランドの
組織の特徴である。彼らは 社会においてコンテンツとトリガー集団の聞に立っ
て，コンテキストを組み替える。その結果消費の場のパワー関係が組み替え
られ，消費が盛り上がる。これらの集団は，ソニー，本田技研の枠を超えよう
としている。もはや，社員の多くは個としてより完結し，組織人として完結し
カfたくなってきている。
ところで，コンテキストスイッチャーといった存在は，個人，または少人数
の集団によって担われる。では，個人はどのくらい売上を上げられるのであろ
うか。歌手の松田聖子は， 300人程度の企業の社長と同程度である。歌手の安
室奈美恵も， 300人程度の企業の社長と同程度である。小室哲哉は， 10,000人
程度の企業の社長と同程度であり それを取り巻く関係者が，いろいろな仕掛
けを考えているのである。各種スキャンダル等もこのお祭りである。これによっ
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て，マスコミが動き，テレビ，新聞の記事になり，出版に至ることもあり，こ
れらがすべてビジネスとなっているのである。小室哲哉は，面白くなる仕掛け
を打てる人間である。つまり，お祭りをやれる人間なのである。最重要キーワー
ドは，「お祭り」であり，これを起こすとビジネスになるのである。
どうしてお祭りをするかというと，お祭りは参加者全員のパートタイムで出
来上がるので，リスクがないのである。これからの21世紀の成熟社会において
は，このようにいろんなところでお祭りをおこすことが，ビジネスであり，そ
して儲かるのである。例えばチョコレート企業では，バレンタインデーという
お祭りをおこして，年間の約 1/2 の売り上げを上げている。次に，このD型
モデルを可能とする企業形態について考えてみよう。
この収穫逓増についての構想は，組織に反映されなければならない。
5. D型収穫逓増モデルと組織
知識経営を行う主体とそれを支援するシステムについて，企業組織の側から
考察してみよう。現在の組織論・組織間関係論における新しい潮流は，カンパ
ニー制，モジ、ユール組織，アミーパー組織といった事業規模を縮小した多くの
事業群とその事業支援構造体（清家 1999）で構成された企業体の登場である。
大企業は，日米欧といった成熟社会において売上増が困難になってきている。
どのようにすれば，売上を増加することができるか，このことは世界のすべて
の企業の問題となっている。キャッシュフローを監視する機関投資家，金融工
学のソフトもこの売上については，前提と考えている。
ABB （アセア・ブラウン・ボベリ）は全世界で5 000 もの事業を遂行してお
り，ヘビーインダストリーであるにも関わらず，平均的事業構成員数は数十名
である。本社は170人でガパナンスしている。
これら事業は組織間関係で自律的に他企業，顧客，市民ともコラボレートす
る。収穫逓増を実現しうるオープンシステムである。自律的であり，他者との
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コラボレーションが成功の鍵である。デジタルネットワークを使い，ネットワー
クとサービスを武器に「囲い込みが成立する」 「変動費（開発費）が小さい」，
「キャシュフローの向上」の 3 つの特徴の知識経営を行う。その ABB，ソニー
では数千にのぼる事業群はデジタルネットワーク依存の拡大にともない，必然
的に本社への依存は弱まってくる。オープン化，収穫逓増の原理は本社へのロ
イヤリティと反するとも考えられる。 ABB においては本社の機能は極めて限
定的である。このようなビジネスモデルの変化とその影響に対して，本社はい
かにしてロイヤリテイを保ち，コーポレートガパナンス機能はどのように問題
となるのであろうか。
このように考えていくと，大企業の本社は事業支援構造体としてのみ， 21世
紀に存続が許される。これが21世紀の企業のガパナンスの前提となる。この事
業支援構造体の意思決定は，すべて株主による監視のもとで行われる。株価が
すべての評価となることが，今後のグローパルスタンダードである。したがっ
て，カジノ経済によって翻弄される株主，金融は最大の関心事となる。ここで，
ROE，キャッシュフローといった指標が本社の事業支援，自律化した事業担
当者の意思決定の基準となる。「株主J 対応での事業活動である。そのビジネ
スモデルとコーポレートガパナンスは株主が前提である。
大企業の CEO は，国家とグローパル化する世界市場の狭間でいかに企業の
統合を確保しうるか，の課題を解決する必要がある。明らかに国家の論理と世
界市場の論理は矛盾することが多いことに CEO の多くは気がついている。国
家とは企業にとって何かとは，国外に本社を移転しようというソニー，キャノ
ン，本田技研の例を引くまでもなく，ガパナンス論の重要課題である。この矛
盾のなかで企業の統合を確立しつつ，倫理・地球環境・グローバル化・マルチ
メディア化等の課題の解決を自律化，小規模化した事業担当者に行わさなけれ
ばならない。
数百，数千の自律化，小規模化した事業担当者が企業内に乱立するとき，そ
れを繋ぎ，ロイヤリティを維持するものの一つにブランドがある。ソニーの出
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井社長はブランドについて以下のように述べている（1992年 7 月，取締役マー
チャダイジング総合戦略本部長・広告宣伝部長：アメリカ・ニューヨークで、行っ
た講演）。
ソニーのブランド・イメージは高いが，ではブランド・イメージは何に
よって決まるのだろうか。イノベーテイブで，ソフィステイケートされた
商品が，ブランド・イメージを創り出していることは間違いない。それゆ
え，商品が一番大切だと言えるだろう。
過去， トランジスタ・ラジオ， トランジスタ・テレビ， トリニトロン，
システム・コンポーネント，ベータ・マックス，そしてウォークマン， C
Dといった商品が，次々とソニーのブランド・イメージを高めることに貢
献してきた。しかし，量を追求することによって商品力が目立たなくなり，
ラインアップ寄りの商品になってきたということが， AV事業の危険性の
一つであり，現在のソニーが抱える危険性の一つでもあるように思われる。
このような仮定の下，我々がいかに対応していかなければならないのか
について考えると，まず，イノベーテイブで，ソフィスティケートされた
商品を作る必要がある。さらに，ソニーが世界的にどういう会社であるの
かという，新しいコーポレート・ビジョンを鮮明に打ち出して，コミュニ
ケートしていくことである。ハード・メーカーとしてのソニー，音楽会社
としてのソニー，映画会社を含めてのソニーというものを，どのようにア
ピールしていくかを整理していかなければならない。量の追求だけで終始
してしまうと，収穫逓減の法則に飲み込まれて，ソニーは普通の会社になっ，
てしまう危険性を感じ，私の提案を述べた。
ブランドと数千の事業群は，密接に連動するプランドが事業を再定義し，次
に事業群に関わるリーダーが再度 自らの事業を活動の中で再定義する中から，
ブランドは再度，事業群によって再定義されていく。このブランドと事業リー
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ダーの間の「再定義J の連鎖は，ソニーという名前のもつ響きを大きく変えて
きた。かつてのトランジスタ「ソニー」から，社会創造ブランド「ソニー」へ
の変化である。この再定義の連鎖のキーポイントが「事業の再定義」である。
事業の再構築は 3 つの点で行われなければならない。第 1 は，事業のコンテ
ンツ資源化であり，第 2 は，事業規模の再定義，第 3 は 事業リーダーの選出
である。この 3 点は，企業内全事業のリストラクチャリングの条件であり，そ
のためには，事業リーダーの選出が行われなければならない。事業リーダーは，
事業のすべてについてもっとも自信を持って語れる人間をあてるべきで，それ
は 3 つの要件を必要とする。第 1 は，その事業の話題が楽しくてたまらないこ
と，第 2 は，その事業の全体を把握してどのような質問にも答えうること，第
3 は，その事業における新しい試みの可能性について好奇心を持っている，の
3 つである。事業リーダーが選出できるレベルと彼の個性で社内の事業はすべ
て再定義され，それの集合として，ブランドは再定義される。一般的には，ソ
ニー等の企業を参考にすると 事業リーダーが統括する事業規模は数十名，事
業のコンポーネンツ（部品・工程・手順等）は1,000程度といった事業が，もっ
とも多くなると思われる（清家， 1995b ）。
この再定義された事業群で「事業マップ」を作成することが，事業リストラ
の第 l ステップとなる。この事業マップは，企業が今後アライアンス，事業融
合，事業縮小，事業売却を行う前提となり，アライアンス，アウトソーシング
を求める外資，ベンチャ一等の他社や市場，株主への公開資料となり，やがて
ブランドを再定義していく。このブランドと事業群の再定義の連鎖はソニーに
大きな成功をもたらしてきた。
次に，自動車産業に目を転じてみよう。ホンダには「タンバリン方式」とい
うユニークな生産方式として21世紀技術としてのアルミボディがある。これは，
トヨタと対峠するホンダの戦略のあらわれである。ホンダのタンバリン方式に
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ついて分析する。
ホンダの戦略は，商品・生産技術志向戦略である。ホンダの開発したアルミ
ボディは，再生可能という特性を持っている。従来の自動車は，約0.6mmの
鉄板のコイルを1,200tプレス機でプレスし，その後溶接，塗装のドブづけを行
い，塗装後，部品となる。この際， 1,200tプレス機と塗装ドブづけ装置等には，
大型の設備が必要である。
一方アルミボディ車では，形状の維持，強度，面作りの 3点に問題があるが，
これの解決策として，アルミ＋繊維＋接着剤で張り合わせの車体を製作するこ
とによって，安く製作することができる。アルミでは， 1,200tプレス機，亜鉛
ドブづけ装置が省略できる。従来車の設計には，約15ヶ月必要であったが，日
本の自動車メーカーでは，それでもホンダが一番速いメーカーであった。さら
にアルミボディを使用すると，プレス機の型が不要になるため，従来の半分の
15ヶ月／ 2 の7.5 ヶ月で，可能となる。その結果，開発期間が短縮されるので，
開発費も安くなり 最終的には自動車の値段も安くなる。
ホンダは， 21世紀にはアルミボディ車で トヨタを抜きさるといっている。
ホンダはアルミボディの採用で，従来車に比べて，開発・生産・費用がすべて
半分に出来る。ホンダのタンバリン方式は，販売・開発・技術・工場が集まっ
て，生産技術者が音頭を取って，生産する方式である。ホンダは，開発部隊は
少人数で，組織でなく，個人中心で， “物の作り屋”が本気で取り組むため，
個性が生きた製品が出来上がることに特色がある。ホンダはD型である。
ホンダはトヨタとまったく異なる方式で，自動車において成功をおさめよう
としている。ホンダは，個人で自動車を作り 自動車のみで勝負しているのに
対し， トヨタは，組織で自動車を生産し，自動車以外に情報通信分野にも進出
している。ただし， トヨタも 30年前の最初のカローラは，個人でイ乍ったのであ
る。トヨタはなぜ＼情報通信分野に進出したのか。トヨタは自動車という商品
に行き詰まったのであろうか。トヨタは お客に学ぶ企業である。時代や社会
（お客）が呼んでいる方向に進んでいく。松下電器 イトーヨーカ堂も同様で
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ある（清家， 1995a）。これらの企業に共通しているのは 「お客の求めに忠実
であった結果，勝った。」である。市場志向自己組織型企業である。トヨタは
高度交通システム（I.T.S）等に積極的に取り組んでいる。トヨタは自動車は，
社会システムの一部であると考えて，成功をおさめようとしている。
このように， 21世紀の試みは，多くの企業で行われている。この企業群の成
否を測る物差しが株価である。また，その原理は「収穫逓増j である。
6. 投機創造モデル収穫逓増の E 型
収穫逓増型についてA型から D型まで述べてきた。最後の収穫逓増モデルE
型は「投機」創造である。収穫逓増が続き，なぜ収穫逓減にならないのか。そ
れは，商品が販売開始時点から次々変容していくからである。最初は商品単体
であっても，いろいろなものを付け加えていく。関連商品，サービス，ネット
ワークと付加されるとき，本来なら収穫逓減になるときにも，付加された分だ
け収穫逓増が続く。事業システムの変化，市場の変化も同様である。これが基
本的に収穫逓増モデルの原理である。何かが時間とともに付加され続けなけれ
ばならない。 E型は何が付加されつづけるのか。それは「投機＝賭け手J が付
加されるのである。このE型を考える前に，投機とは何か，今話題の金融工学，
カジノ資本主義の位置づけをしてみよう。
現在，世界の企業は，「オープン化の中での統合」と「株価連動経営」組織
構成員の行動様式は知識の学習・創造・編集といった行動へと変化する必要が
ある。サイモンの情報処理モデルから野中郁次郎の知識創造モデルへの移行が
20世紀末の変化である。企業の行動原理の多くは知識で説明が試みられようと
している。学習，創造，編集といった知識の原理で組み上げられた経営の概念
を『知識経営j と規定し，「株主」と「知識経営j をキーワードとし，株主の
監視下での知識経営におけるビジネスモデル構築を目的とする。
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投機創造経営
組織構成員にとっても リストラ 失業が日常的な今日「企業とは自分にとっ
て何かJ という問いかけは大きな問題である。この矛盾のなかで企業の統合・
ロイヤリティを確立し なおかつ倫理・地球環境・グローバル化・マルチメディ
ア化等の課題の解決を行わなければならない。この急激にボーダーレス化・情
報化（知識化）する国家，市場への対応は CEO にとって愁眉の急の課題であ
る。この要請は「オープン化の中での統合J である。
また，これらの意思決定は，すべて機関投資家等の株主の監視のもとで行わ
れる。株価がすべての評価となることが，今後のグローパルスタンダードであ
る。したがって，カジノ経済によって翻弄される株主，そして金融の問題は最
大の関心事となる。ここで ROE キャッシュフローといった指標が経営者
の意思決定の基準となる。ビジネスモデルは株主を前提としなければならない。
「株価連動経営j への要請である。この組織構成員と経営者への圧力となって
いるのが，市場の投機化現象，カジノ資本主義である。
米国は，投機経済，カジノ資本主義が全盛である。株価投資，債権，金融工
学等とインターネットは結びつき， 90年代の米国の繁栄をもたらした。しかし，
ここで，経済学の初歩にもどって考えてみよう。経済社会は，市場と組織に大
きく二分されると教科書に書いてある。この市場を中心に投機を発生させて成
功したのが， 90年代の米国である。ところが，もう一つの組織は置いておかれ
たロつまり，市場は投機型であるが，組織は投機型ではない。相容れない 2 つ
の原理が一つの社会に存在するのである。このことが欧日の大企業を中心に深
刻な問題を引き起こしている。市場と組織の型の違いは その境界でアンマッ
チングをおこすことになる。多くの米国の大企業の停滞の原因もここにある
（清家， 1998b ）。
ここで， 4 つの選択肢が生まれる。 A型「市場が投機，組織は非投機」， B
型「市場が非投機，組織も非投機J, c型「市場が非投機，組織が投機J, D型
「市場が投機，組織が投機J の 4 つである。日本は特にB型になることを期待
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している。このB型が20世紀の支配原理であった。ヒルファーデイングはドイ
ツの投資銀行制度を絶賛して，それからケインズ シュムペータへとつながり，
20世紀の奇跡の成長をもたらした原理である。
しかし，米国はA型で90年代成功した。もっとも 70年代， A型で米国が失敗
したことは記憶に新しい。ここで 本研究はD型を提示したい。米欧日のどこ
にもこのD型における試みは無い。それは，組織内における投機型の試みであ
る。市場が投機型である現在組織が投機型でないことは 明らかに大きな社
会的ロスをもたらす。以下，組織の投機型の提案を示そう。
投機創造経営
変革のキーワードは「弱いビジネスが売れる」である。あなたの企業の強い
ビジネスと弱いビジネスに投資者を探すとしよう。ビジネス成功のあかつきに
はどちらが儲かるか。強いビジネスは買い値が高い。成功率は高いが儲けは少
ない。競馬の銀行レースである。弱いビジネスは万馬券となる。この万馬券へ
の投資が市場を興奮させ，新しい参加者を加え売上が増加する。これがアメリ
カの債券市場である。 90年代のアメリカでは このようなギャンブル性を加え
ることで、収穫逓増の成長が興った。
これからのピジネスには 7 つの段階がある。
1 ）ギャンブルがビジネスを活性化する。成熟を成長に変える。作り手と売り
手と買い手だけでは成熟は避けられない。それに賭け手が加われば，参加者が
増えた分だけ売上が伸びる。成長ビジネスに転換する。高齢者は作り手，売り
手，買い手としては弱者である。しかし，賭け手としては経験を武器に強者に
なれる。寝たきりの人でも賭け手として社会に貢献・参加できる。「ギャンブ
ルは悪だ」という人は経済学の入門書から読むこと。経済とはギャンブルその
ものではないか。
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2 ）自社の商品開発プロジ、エクトを個別に売り出す。成功率が高いほど売り値
は高く，オッズは低い。成功率が低ければ売り値は安く，オッズは高い。最初
のオッズを決めるのは開発リーダーである。買い手は社長が商工会議所で探し
てもいいし，若社長がインターネットで募集しても，隠居の先代が老人会で探
してもいい。法律に触れないようにご注意。
これが，賭場の創造である。商品化資金を銀行に借りるのが20世紀，賭場か
ら賭け金として調達するのが21世紀である。あなたの企業は胴元になるのであ
る。ただし，胴元は賭けに参加するのは御法度。ショバ代だけをとること，こ
れがトラブルを避ける知恵である。馬券ならぬ「開発券」が賭場で買われる。
3 ）この集めた金をもとに商品化する企画チームを作る。このリーダーたちも
賭場を作り，オッズを決め，賭け金を集める。「企画券」である。
4 ）商品の販売チームもそのリーダーは賭場を作り賭け金を集める。「販売券」
5 ）商品の生産チームも同様で、ある。「生産券」
6 ）「開発券J 「企画券J 「販売券」「生産券j の売買市場を作る。
不動産の仲介と同様の感覚である。開発券にしても 作って売って儲けをも
らうのはかなり先である。それまでに，経済動向が変わるかもしれない。流行
も変わるかもしれない。後悔しているケースもある。したがって，手紙でも機
関誌でも，インターネットでもよいから情報を流して，売買を助ける。そして
売買の仲介手数料で儲ける。実は，米国の情報公開システムの多くは，聞かれ
ている賭博型ビジネス（金融工学等）の賭博情報を流すしくみである。
賭け手が高齢者であったとしよう。自身が企業で開発部長とかを経験してれ
ば，開発券が身近に感じるだろうし，工場勤務が長ければ，生産券ということ
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になり，この賭場はかつての職場，かつての経験と繋がる。将来的には，作り
手から徐々に賭け手になっていって，その収入のミックスが作り手としての給
料から，賭け手の収入へと移行していければ，年金・医療保険等はその補完的
な存在で十分になる。
収穫逓増 E 型の評価
E型は大きな可能性を，持っている。そのモデルをもっとも理解していない
のは世界の経済学者である。 D型までの収穫逓増経営は基本的には「作り手・
売り手・買い手j の 3 者しか意識していなしh プレイヤーの数は限定されてい
るのである。ここに「賭け手J をプレイヤーとして登場させる。登場人物が増
加すれば，当然，市場は活性化し，成熟市場は成長市場に変わる。経済学はもっ
とも簡単な原理をいつも忘れる。売上はプレイヤーの数に相関するのである。
金融工学ビジネスもこの「 3 者プレイヤーモデルの 4 者プレイヤーモデルへの
転換J 理論（清家彰敏）で説明できる。「作り手・売り手・買い手」だけしか
考慮していないモデルは，もはや時代遅れである。その点で， A型から D型ま
ではすでに旧いモデルである。
この E型モデルは，以下の商社「ミスミ」等が、採用すれば，有効と思われる。
商社のミスミは製造における各種「型」の仲介商社である。ユーザーと型メー
カ一間の仲介をより効率的かつ創造的になるように担当者はカタログ上で工夫
し，カタログの内容を企画する。 12,000社と 300社の聞をつなぐカタログを作
成し，そのカタロク’の内容の競争力が成功に繋がった。このカタログビジネス
上で担当者は競争的に次々企画を出さなければならない。プロジ、エクト制をとっ
ていて人気のないプロジェクトの担当者は退社せざるえなくなる。これはナレッ
ジプロダクトとサービスの典型例であるが，このビジネスは常に競合者の登場
を覚悟しなければならない。ミスミも競合者がでて儲からなくなってきている。
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競合者はミスミの整備されたカタログを持参し，これより何パーセント安くす
るといって商談を成立させる。カタログ制作費が低減されるぶんだけ競合者は
ミスミより有利になるのである。これが知識経営の危険である。
このミスミが各商品に関して，企画券，生産券，等の賭場を作れば，大き
くビジネスが変わると思われる。
以下，このE型モデルが世界の企業で実現可能かどうか，論じてみよう。ま
ずは人材である。
7. 収穫逓増モデルを支える日本企業の人材の状況
知識経営を行う主体とそれを支援するシステムについて，企業組織の側から
考察してみよう。現在の組織論・組織間関係論における新しい潮流は，カンパ
ニー制，モジ、ユール組織，アミーバー組織といった事業規模を縮小した多くの
事業群とその事業支援構造体（清家 1999）で構成された企業体の登場である。
大企業は，日米欧といった成熟社会において売上増が困難になってきている。
どのようにすれば，売上を増加することができるか，このことは世界のすべて
の企業の問題となっている。キャッシュフローを監視する機関投資家，金融工
学のソフトもこの売上については，前提と考えている（清家， 1998a ）。
コア人材はなるべく少なくし，コア人材以外を企業外に排出し，企業の価値
を上昇させようとする企業が増加している。上記の視点に立ち，社団法人日本
経営協会で『人材白書』の監修を行った（寺本義也・清家彰敏監修『人材白書
1999年度J 日本経営協会）。コア人材に対する企業の考え方を問い，ついで人
事部門自身のアウトソーシングの現状を分析した。コア人材に対する考え方は
急激に変化しており，本白書は21世紀のコア人材，企業モデルを考える際の参
考となるものである。
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コア人材の比率を業種別に分析する。業種ごとの差は少なく，どの業種にお
いてもコア人材は全社員の20% という企業がもっとも多い（製造業など＇34.4%,
商業など38.0%，その他サービス32.6% ）。「コア人材は社員の 5 人に 1 人J と
いう企業が標準的であると考えられる。日本型経営で強調される全社員が平等
に機会を持っていて 長期的な競争を行い その勝者がトップの座を射止める
といった構図は本調査では，見られなかった。選別採用，早期選抜で社員の20
%が残り，企業のコア人材となっている。
また，コア人材が全社員の10%, 40% を加えると 3 社に 2 社を超えた。現在
の日本企業は 3 分の 2 を超える企業が「人材選抜型」であり，「人材平等型」
は 3 分の 1 に達しない。
コア人材としてもつべき要件の重要度度合い
「絶対不可欠J といった回答が多い順番に並べると， 1 位「一定の分野につ
いての深い専門知識J が34.4%, 2 位「組織づくりと統率力j が27.1%, 3 位
「ビジョンと課題設定力」が24.8% 4 位「会社と事業についての広範な知識J
が24.3%で特に多くなっている。 1 位「一定の分野についての深い専門知識J
は「重要j であるとの回答も含めると， 87.2% に達した。深い専門知識がコア
人材にとってのもっとも重要な能力となっている。また， 4 位「会社と事業に
ついての広範な知識J が「重要J を加えると81.2%である。専門能力に加えて，
広範な知識も期待されている。
1 位から 4 位をみれば求められるコア人材のイメージは以下のように規定
される。
コア人材は，深い専門能力に広範囲な知識を備え，ビジョンと課題選定能力
で企業をリードし 組織づくりと統率力に優れる。
これ以外の能力として，「絶対不可欠j といった回答について， 5 位「アイ
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デアの斬新さ，新アイデアへの許容力j が19.7%, 6 位「事業創造能力J が
18.8% となっている。アイデア 事業創造といった成熟市場を乗り切る能力も
求められている。
逆に「絶対不可欠」との回答が少なかった順は， 1 位「社外経験J, 2 位
「他のコア人材との協調」 5.0%, 3 位「官険心， リスク志向」 5.5%, 4 位
「会社への忠誠心J 6.0%である。
また，「ない方が良い」のj頓は， 1 位「強固な理念・哲学J 6.9%, 2 位「冒
険心，リスク志向」 6.0%, 3 位「社外経験」 4.1%, 4 位「会社への忠誠心J
2.8% である。
「社外経験」は，グローパル化，情報化が進み，終身雇用の崩壊さえいわれ
る時代においては，社員は常に社外情報に触れているため，特に強調すべき能
力ではなくなているのかもしれない。「会社への，忠誠心J も強調されなくなっ
ている。
「冒険心・リスク志向」は「ない方が良いJ 2 位，「絶対不可欠J の回答が
少ない順の 3 位であった。これは，世界の大競争時代に立ち向かう企業といっ
たイメージに合わない。この能力は不要と考えるのか，それともコア人材以外
に期待すべき能力と考えているのか，この能力はもともと期待できない，とあ
きらめているのか，議論が分かれるところである。
ところで，「強固な理念・哲学J は「ない方が良いJ で 1 位になったが，一
方，「絶対不可欠J では16問中 7 位， 16.5% と回答が多く，回答の肯否が分か
れた。成長期のパラ色の時代と異なり，「世紀末の不況」の中で自信を持って
理念を語ることは難しい。混迷の時代を象徴する回答かもしれない。
売上増について，企業は自社の既存事業をできるだけ少人数で遂行できる工
夫を行う必要がある。情報通信，コンピュータの発達は多くの企業において，
事業活動に従事する人員を減少させている。トヨタ 本田技研では従来の半分
の工数で同じ自動車を開発することが可能になってきている。次に，既存事業
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で削減できた人員を新事業に投入することになるが これはより少人数で遂行
できる事業を企画させることが重要である。
事業規模が極端に小規模になってきているのは，世界では ABB （アセア・
ブラウン・ボベリ），東京ではソニー，関西では京セラである。この 3 社に共
通しているのは，できるだけコンパクトな事業セットの実現であり，その事業
遂行組織の持つ高い自律性である。 ABB は全世界で5,000 もの事業を遂行して
おり，ヘビーインダストリーであるにも関わらず平均的事業構成員数は数十
名である。本社は170人でガパナンスしている。
アウトソーシング
このコア人材の不足を補う手段が，社外のアウトソーシングである。 1980年
代は興隆する日本，衰退する米国であった。この構図は90年代逆転した。バブ
ルの崩壊から始まった90年代は，日本に深刻な不況をもたらした。ニューエコ
ノミー論を唱え，繁栄を誇る米国 先の見えないどん底経済で“地獄”の苦し
みにある日本，それが現在である。この長期経済不況は大部分の企業に停滞と
衰退をもたらした。このような時代，企業はその生き残りを，個人はその雇用
を守ることにすべての努力を傾けている。
さて，アウトソーシングは企業の生き残りの手段として登場してきた。アウ
トソーシングは，企業の外部に経営資源を求める行為である。単なる外注がア
ウトソーシングと呼べるかどうかは問題である。しかし 一般には「戦略的観
点で外部資源を求める行為J をアウトソーシングと呼んでいる。アウトソーシ
ングは，大企業から中小企業の社員 個人で事業を行う人まで，すべて事業に
係わる人の最大の関心になりつつある。
また，アウトソーシングはかつての終身雇用制度を形骸化しようとしている。
企業を訪問して，感じのいい女性を見かけ，縁談でもお世話しようと，「あの
方はどんな方ですかJ と質問して，「知りませんo うちの会社の女性ではない
ので」といわれる。日産自動車を訪問すると，「知らない受付の女性と知らな
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い派遣の男性が日産の場で，出会って結婚するんです」と管理職は笑う。
ある外資系企業の経営者は「日本企業は解雇しがたい」というのは解雇のや
りかたを知らないだけだと以下のように指摘している。
外資系企業のあるトップは，日本においては，個人は終身雇用で関係を切り
がたいが，企業間の関係を切ることは容易である， と述べている（インタビ
ュー）。したがって，派遣社員だけにすれば，雇用調整は米国よりやりやすい。
「君はくびだ」とは言い難いが，「君の会社との関係は切れたので，残念だが明
日から来なくていいよ」で，解雇は終了である。
大企業の CEO は，国家とグローパル化する世界市場の狭間でいかに企業の
統合を確保しうるか の課題を解決する必要がある。明らかに国家の論理と世
界市場の論理は矛盾することが多いことに CEO の多くは気がついている。国
家とは企業にとって何かとは 国外に本社を移転しようというソニー，キャノ
ン，本田技研の例を引くまでもなく，ガバナンス論の重要課題である。この矛
盾のなかで企業の統合を確立しつつ，倫理・地球環境・グローバル化・マルチ
メディア化等の課題の解決を自律化，小規模化した事業担当者に行わさなけれ
ばならない（清家， 1999a ）。
8. 結語
事業は組織間関係で自律的に他企業，顧客，市民ともコラボレートする。収
穫逓増を実現しうるオープンシステムである。自律的であり，他者とのコラボ
レーションが成功の鍵である。デジタルネットワークを使い，ネットワークと
サービスを武器に「囲い込みが成立するJ，「変動費（開発費）が小さいj，「キャ
シュフローの向上」の 3 つの特徴の知識経営を行う。その ABB，ソニーでは
数千にのぼる事業群はデジタルネットワーク依存の拡大にともない，必然的に
本社への依存は弱まってくる。オープン化収穫逓増の原理は本社へのロイヤ
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リティと反するとも考えられる。 ABB においては本社の機能は極めて限定的
である。このようなビジネスモデルの変化とその影響に対して，本社はいかに
してロイヤリティを保ち，コーポレートガパナンス機能はどのように問題とな
るのであろうか。
このように考えていくと 大企業の本社は事業支援構造体としてのみ， 21世
紀に存続が許される。これが21世紀の企業のガパナンスの前提となる。この事
業支援構造体の意思決定は，すべて株主による監視のもとで行われる。「株主J
対応での事業活動である。そのビジネスモデルとコーポレートガバナンスは株
主が前提である。この株主主権の経営の より 21世紀志向のものとして， E型
を考えることもできる。
収穫逓増型についてA型から E型までの述べてきた。収穫逓増が続き，なぜ
収穫逓滅にならないのか。それは 商品が販売開始時点から次々変容していく
からであった。最初は商品単体であっても いろいろなものを付け加えていく。
関連商品，サービス，ネットワーク，ギャンプルと付加されるとき，本来なら
収穫逓減になるときにも，付加された分だけ収穫逓増が続くのである。これが
基本的に収穫逓増モデルの原理であった。何かが時間とともに付加され続けな
ければならない。その仕組みを構想していく作業 それが収穫逓増の経営であ
る。 Aから C型までは20世紀型の経営者でも理解でき，実施できる。しかしD
型のソニー，京セラ等，そしてまったく新しいE型は発想の大転換を経営者に
求める。
ギャンブルがビジネスを活性化する。成熟を成長に変える。作り手と売り手
と買い手だけでは成熟は避けられない。それに賭け手が加われば，参加者が増
えた分だけ売上が伸びる。成長ビジネスに転換する g 高齢者は作り手，売り手，
買い手としては弱者である。しかし 賭け手としては経験を武器に強者になれ
る。寝たきりの人でも賭け手として社会に貢献・参加できる。
E型は賭場の創造である。商品化資金を銀行に借りるのが20世紀l 賭場から
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賭け金として調達するのが21世紀であるとも考えられる。現在の投機対象は，
企業といった法人である。しかし ベンチャー企業，ソフトバンク社長の孫正
義，フューチャーシステムの金丸恭文社長は事実上自らの事業能力に対して，
投資を引き寄せている。企業に対しての投資は 例え企業イメージとして個人
を全面に出しているソニーであっても投資対象・判断をあいまいにする。 E型
モデルによって，企業の中に埋没していた個人が投資対象になる。
経営学的には企業はゴーイング・コンサーンであり，個人の事業はその個人
の人生で完結される。米欧日では企業において，その経営行動，組織活動の個
人化が進んできていると思われる。 21世紀の投機市場では 企業と個人の両者
が投資対象として選択されるべきであると思われる。圧倒的に数においてまさ
る個人が投資の対象になることは合理性を持っている。
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